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は じ め

我が国の高齢化は一層進行し、最新の人口統計では2050年の高齢化率は40%近くに

達する見込みとなっています。こうした中で、中長期的には労働力人口の減少が見込ま

れることから、高齢者が長年培った知識・経験を十分に活かし、社会の支え手として、意

欲と能力のある限り、活躍し続ける社会が求められているところです。

高齢者活用を推進するためには、産業ごとに労働力人口の高齢化の状況や、置かれて

いる経営環境、求められる労働者の資質、形態など、高齢者活用に関する諸条件の違い

を踏まえて検討する必要があります。

学習塾業界においては、産業の歴史は比較的新しいと言われており、現時点で多数の

高齢者を活用している塾は多くありません。むしろ、若い講師を主に活用している塾が

大きな割合を占めており、若い講師しか活躍できないイメージや先入観があるのも事

実です。しかし、高齢化の進展と市場環境の変化ゆえに、学習塾業界においても、近未来

を予測して、有意義な高齢者の活用策を検討しなければならない時期と考えます。

このような状況下、社団法人全国学習塾協会では、独立行政法人高齢・障害・求職者雇

用支援機構の支援を受けて、平成23年度から『産業別高齢者雇用推進事業」に取り組ん

で参りました。

平成23年度は、加盟事業者の協力を得て、高齢者活用の現状と課題を詳細に把握す

るための実態調査を実施し、平成24年度はその結果等を踏まえ、学習塾業における高

齢者活用の推進方策を取りまとめました。

本ガイドラインは、各塾の経営者や人事担当者が手引きとして利用可能なように図

表を多用し、業界内で実際に取り組んでいる事例や工夫等を豊富に紹介しております

ので、各社の実情に応じて、高齢者活用を推進する上での一助としていただければ幸い

です。

なお、本手引きの作成にあたりましては、各種調査に多大のご協力を賜りました皆様

をはじめ、数多くの方々にお力添えをいただきました。この場をお借りして、厚く御礼

申し上げます。

平成24年10月

社団法人全国学習塾協会

会長伊藤政倫
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学習塾高齢者雇用推進委員会委員名簿

く座長＞

木村琢磨 法政大学キャリアデザイン学部准教授

く委員＞

浅生千春 株式会社成学社取締役開発部長

伊藤政倫 社団法人全国学習塾協会会長

稲葉秀雄 社団法人全国学習塾協会専務理事

川底 章 株式会社拓人管理本部管理部オフィサー

中高隆信 株式会社中高学院代表取締役

横田保美 栄光ホールディングス株式会社 グループ広報部部長

く事務局＞

社団法人全国学習塾協会

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社経済・社会政策部

ーこのガイドラインにおける『高齢者』とはー

． このガイドラインにおいて、『高齢者』とは60蔵以上の人を指します。これは、年金の支給

開始年齢の引上げに伴い、60歳以上の雇用機会の確保が大きな問題となっていることに

よるものです。

． なお、高年齢者雇用安定法（高齢法）では、55歳以上の人を「高年齢者」と定義しています。

法律によっては「高齢者」を65歳以上とし、75歳未満の人を前期高齢者、75蔵以上の人を

後期高齢者とする場合もあります。

． ただし、学習塾業界においては従業員の年齢層が比較的若く、高齢化の問題はこれから顕

在化してくると考えられます。よって、今後の高齢者雇用のあり方などを考えるために

は、50代従業員に関わる課題が重要であることから、アンケート調査では50代の従業員

も対象としていますロ
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